
(57)【要約】
【課題】  管の位置探査、さし水の存否の探査、さらに
は管に発生している開口破損部の検出等の作業項目を、
合理的におこなうことができる管検査装置を得る。
【解決手段】  検査音を発生させる検査音発生機構９
と、前記検査音発生機構９により発生される前記検査音
の、検査対象の管内への送出方向を設定する検査音送出
方向設定機構１２とを備え、前記検査音送出方向設定機
構１２に於ける前記検査音の送出方向が、前記管の管軸
Ｚに対して傾斜角度変更可能に構成されている管検査装
置。



【特許請求の範囲】
【請求項１】  検査音を発生させる検査音発生機構と、
前記検査音発生機構により発生される前記検査音の、検
査対象の管内への送出方向を設定する検査音送出方向設
定機構とを備え、前記検査音送出方向設定機構により設
定される前記検査音の送出方向が、前記管の管軸に対し
て傾斜角度変更可能に構成されている管検査装置。
【請求項２】  前記検査音の送出方向が前記管軸に直交
する方向である第１姿勢と、前記検査音の送出方向が前
記管軸に沿った方向である第２姿勢との間で、前記検査
音送出方向設定機構に於ける前記検査音の送出方向が択
一設定可能に構成されている請求項１記載の管検査装
置。
【請求項３】  検査音を検査対象の管内に伝播させると
ともに、前記検査音を管外において受信検出して、受信
音の音圧空間分布状況から前記管の状況を検査する管の
検査方法であって、
検査音発生機構から、前記検査音としての複数の周波数
成分を含むパルス音を前記管の管軸方向に送出して、前
記パルス音を管軸方向に伝播させ、前記パルス音の直接
波の音圧空間分布状況を検出して、検出される前記音圧
空間分布状況から、前記管の状況を検査する管の検査方
法。
【請求項４】  検査音を検査対象の管内に伝播させると
ともに、前記検査音を管外において受信検出して、受信
音の状況から前記管の状況を検出する管の検査方法であ
って、
前記管の管径方向に第１検査音を送出して、管内壁間で
反射させながら、反射音を管軸方向に伝播させ、前記受
信音の音圧空間分布状況を検出して、前記受信音の第１
音圧空間分布状況を得る第１検査ステップと、
前記管の管軸方向に第２検査音を送出して、前記第２検
査音を管軸方向に伝播させ、前記第２検査音の直接波の
前記受信音の音圧空間分布状況を検出して、前記受信音
の第２音圧空間分布状況を得る第２検査ステップとを実
行して、
前記第１音圧空間分布状況と前記第２音圧空間分布状況
との両者を得て、前記両者から、管の状況を検査する管
の検査方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、管内に検査音を伝
播させ、床や壁面に隠蔽されている管の位置あるいは管
内に発生しているさし水の位置を探査、特定する、もし
くは管に発生している破損箇所である開口漏洩部位置を
特定する等の、音波を利用した管の非破壊検査技術に関
する。
【０００２】
【従来の技術】上記のような管の検査を目的として、様
々な管検査手法が提案されている。このような方法にあ

って、その一例として検査音を検査対象の管内に伝播さ
せるとともに、この検査音を管外において受信検出し
て、受信音の状況（例えば管軸に沿った受信音の音圧の
分布状況）から管の状況を検査する手法が提案されてい
る。地中に埋設されている埋設管の位置を検出する場合
にあっては、管内に検査音を伝播させ、この伝播音を地
表側において埋設管の埋設方向に対して直交する方向に
おいて移動しながら受信し、受信音の空間分布状況を捕
らえる。この場合にあっては、受信音圧が最も高い位置
を、埋設管の位置であると推定することができる。さら
に、埋設管内に所謂さし水（侵入水）がある場合、管の
埋設方向に沿って受信音の音圧分布を検出すると、この
さし水が発生している部位において、音圧の大幅な減少
が認められるため、この大幅な減少が発生する部位を、
管内にさし水が無い部位と、さし水がある部位との境界
部位であると判断できる。これらの検査項目を、本願に
おいて第１検査項目と呼ぶ。このような検査にあたって
は、従来、埋設管に接続されている、所謂、たて管（地
中に水平方向に埋設されている管に対して、この管から
分岐し、地中に導出されている管で、一般に、埋設管よ
り小径の管である場合が多い）の地上側端部に、スピー
カ等を連結して、埋設管内への音波の導入を図ってい
る。
【０００３】地中に埋設されている埋設管に漏洩箇所が
ある場合にあっては、管内に所謂、インパルス音と呼ば
れるパルス音を伝播させ、このパルス音の直接波（受信
位置において最初に検出される音波）の音圧の空間分布
状況を、埋設管に沿った地上側部位で検出する。この場
合にあっても、受信音圧が最も高い位置を、埋設管に漏
洩がある位置と推定することができる。ここで直接波の
音圧を検出して、これを検査に使用する理由は、管内に
検出音を伝播させ、例えば、その音圧の最も高い部位を
漏洩位置と推定しようとする場合、管内で共鳴が発生し
ている場合は、この共鳴部を漏洩部と誤認し易いためで
ある。この検査項目を、本願において第２検査項目と呼
ぶ。このようにパルス音を管内に伝播させる場合にあっ
ても、従来は、埋設管に接続されている、所謂、たて管
の地上側端部に、スピーカ等を連結して、埋設管内への
音波の導入を図っている。即ち、従来、前述の第１検査
項目と第２検査項目とにおいて、検査音の管内への挿入
方法は、実質同一であった。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、第１の
検査項目と第２の検査項目を比較検討すると、両者間に
おいて、検査音の伝播状態（特に共鳴の発生状態）は、
異なることが好ましいことを、発明者らは見出した。即
ち、第１の検査項目に関しては、管の全ての部位におい
て強い共鳴状態が発生しているのが好ましいのに対し
て、第２の検査項目に関しては、管の径方向の共鳴が起
こっていないことの方が好ましい。このような状況を考
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察すると、従来型の技術にあっては、改良の余地があ
り、音波を利用した管検査装置、特に、音波を管内に送
出する（挿入する）スピーカを主要部とする機構の構造
にあっては、改良の余地があった。しかし、従来技術に
あるように、この観点からスピーカーシステムを差別化
するという考えはなかった。
【０００５】従って、本発明の目的は、上記の検査項
目、それぞれに適合した、検査音の管内での伝播状況を
実現できる管検査装置を得るとともに、各検査項目に従
った、管検査情報を得ることができる管検査方法を得る
ことにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】この目的を達成するため
の本発明による管検査装置の特徴構成は、検査音を発生
させる検査音発生機構と、この検査音発生機構により発
生された検査音の、検査対象の管内への送出方向を設定
する検査音送出方向設定機構とを備え、検査音送出方向
設定機構により設定される検査音の送出方向が、管の管
軸に対して傾斜角度変更可能に構成されていることにあ
る。検査音が検査音発生機構により発生される。ここ
で、発生された検査音は、検査音送出方向設定機構によ
り、これが設定する検査音の送出方向に、管内に送出さ
れる。この送出方向は、管軸方向に対して傾斜角度変更
可能に構成されているため、例えば、先に説明した第１
検査項目を検査したい場合は、管軸に対して直交する方
向（管径方向）に検査音を送出し、第２検査項目を検査
したい場合は、管軸に対して、これに沿った（平行に）
方向に検査音を送出し、各項目に合致した検査をおこな
うことができる。さらに、上記のように、完全に、管軸
と検査音の送出方向が直交もしくは平行しているのみな
らず、僅かに、傾斜させたい場合にあっても良好にその
調整を行って、所定の項目の検査を実行することができ
る。
【０００７】このような装置にあって、上記のように、
第１検査項目あるいは第２検査項目を、比較的構成容易
な構成でおこないたい場合は、装置を下記のように構成
することが好ましい。即ち、検査音の送出方向が前記管
軸に直交する方向である第１姿勢と、検査音の送出方向
が管軸に沿った方向である第２姿勢との間で、検査音送
出方向設定機構に於ける検査音の送出方向を択一設定可
能とする。このようにすると、簡易な装置構成で、先に
説明した様々な項目の検査に対応できる管検査装置を得
ることができる。
【０００８】さて、上記の目的を達成するための第２の
検査項目等に対する本願の管検査方法は、以下のように
なる。即ち、検査音を検査対象の管内に伝播させるとと
もに、この検査音を管外において受信検出して、受信音
の音圧空間分布状況から前記管の状況を検査する管の検
査方法を実行するにあたって、以下の手順を経るように
しておこなうのである。即ち、検査音発生機構から、管

の管軸方向に検査音としての複数の周波数成分を含むパ
ルス音を送出して、このパルス音（例えばインパルス
音）を管軸方向に伝播させ、パルス音の直接波の音圧空
間分布状況を検出して、検出される前記音圧空間分布状
況から、管の状況を検査する。この方法が対象とする検
査項目は、例示的には、先に説明した第２の検査項目で
ある。この検査を行う場合は、管内で検査音の共鳴（管
径方向のガス振動に伴う共鳴）が起こらないことが好ま
しく、所謂、粗密波である音波がその粗密部を管軸方向
に形成しながら伝播する場合に、余分な共鳴を管内部で
起こすことはない。従って、管の開口破損箇所からの漏
洩音であって、直接波の音圧を最も高くできる。結果、
この方法を採用することで、例えば、管の開口破損箇所
をより確実に検出することができる。
【０００９】さて、上記のように、第１及び第２の検査
項目を順次、所定の管を対象としておこないたい場合も
ある。このような場合に、以下の方法を採ることが好ま
しい。即ち、検査音を検査対象の管内に伝播させるとと
もに、この検査音を管外において受信検出して、受信音
の状況から前記管の状況を検出する管の検査方法を実行
するに、以下の手法を採るのである。管の管径方向に第
１検査音を送出して、管内壁間で反射させながら、反射
音を管軸方向に伝播させ、受信音の音圧空間分布状況を
検出して、受信音の第１音圧空間分布状況を得る第１検
査ステップと、管の管軸方向に第２検査音を送出して、
この第２検査音を管軸方向に伝播させ、第２検査音の直
接波の受信音の音圧空間分布状況を検出して、受信音の
第２音圧空間分布状況を得る第２検査ステップとを実行
して、第１音圧空間分布状況と第２音圧空間分布状況と
の両者を得て、両者から、管の状況を判断する。この手
法を採る場合にあっては、第１検査ステップにあって
は、第１検査音が管径方向に送出され、この音は、管内
壁間の反射を伴いながら、管内を管軸方向に伝播してい
く。従って、この場合、管径に従った共鳴音を発生させ
やすく、結果的に、この方法に従って、受信音の空間的
な音圧分布状況を把握すると、例えば、管の位置探査、
管のさし水位置探査に、主に有用な第１音圧空間分布状
況を得ることができる。次に、第２検査ステップにあっ
ては、第２検査音が管軸方向に送出され、この音は、共
鳴の程度が低い状態で、そのまま粗密波として管軸方向
に伝播していく。従って、この場合、例えば、その直接
波の音圧の空間的な音圧分布状況を把握すると、例え
ば、管の漏洩位置探査に、主に有用な第２音圧空間分布
状況を得ることができる。結果、様々な検査項目を対象
として、これらの項目検査に良好に対応できる音圧デー
タを、容易に得ることができ、管の状況を適切に把握で
きる。
【００１０】
【発明の実施の形態】本願の管検査装置１の実施の形態
例を以下に図面に基づいて説明するとともに、前記管検
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査装置１を使用して、本願の管検査方法を実行する場合
に関して説明する。図１、図２には、本願の管検査装置
１を現場にて使用している状態が示されている。現場の
地中には、検査対象の埋設管２がほぼ水平に埋設されて
いるとともに、この埋設管２から、縦管３が地上に延出
されている。さて、検査にあたっては、検査作業者４
は、本願の管検査装置１と、集音具５を備えたヘッドホ
ン６を現場に持参して検査作業をおこなう。この集音具
５内には、マイクロフォン７が備えられており、このマ
イクロフォン７で受信された受信音を作業者４は、先の
ヘッドフォン６で聞くことが可能となっているととも
に、マイクロフォン７によって受信される音を記録装置
８に記録可能に構成されている。本願の管検査装置１
は、基本的には管内に導入されるスピーカ９と、このス
ピーカ９を支持するとともに、スピーカ９の姿勢を管内
において設定する支持機構１０とを備えて構成されてい
る。即ち、スピーカ９は、本願の検査音を発生させる検
査音発生機構としての働きをおこなうものであり、支持
機構１０は、この検査音発生機構により発生された検査
音の、検査対象の管内への送出方向を設定する検査音送
出方向設定機構としての役割を有している。この支持機
構１０の先端部分には、前記スピーカ９の姿勢を、支持
機構基端側部位１１に対して設定（基端側部位１１に対
して、９０度まで傾斜角度自在）する姿勢設定機構１２
を備えている。従って、図１、図２に示すように、本願
の管検査装置１を、縦管３の開口端部３ａに防爆状態を
保てる状態で装着し、スピーカ９を管内に導入して、ス
ピーカ９の方向を、埋設管２の管軸Ｚに対して、これに
直交する第１姿勢（図１に示す姿勢）と、管軸Ｚに対し
て、これが沿う第２姿勢（管径方向に沿った姿勢で、管
軸とスピーカの中心とをほぼ一致させることが好ましい
姿勢である）とに設定することができる。さらに、この
姿勢設定機構１２により、スピーカ９は、上記２姿勢の
中間の姿勢をも取ることが可能となっている。即ち、検
査音送出方向設定機構を備えることで、検査音の送出方
向が、管の管軸Ｚに対して傾斜角度変更可能に構成され
ている。
【００１１】前記のスピーカ９が採ることができる姿勢
に関して説明すると、基本的には、検査音の送出方向Ａ
が管軸Ｚに直交する方向である第１姿勢と、検査音の送
出方向Ａが前記管軸Ｚに沿った方向である第２姿勢との
間で、択一設定可能に構成されている。さて、スピーカ
９には、この駆動用の検査音発生機構本体１００が備え
られており、これから発生する発信信号に従ってスピー
カ９からは、連続音、一定リズムを有するリズム音、イ
ンパルス音等が検査音として発生できるように構成され
ている。以上が、本願の管検査装置１の基本構成であ
る。
【００１２】以下、本願の管検査装置１を利用して管２
の検査をおこなう場合に関して、前述の検査項目別に説

明する。
１  第１検査項目を検査する場合
この場合にあっては、図１に示すように、スピーカ９
を、管径方向に直交する第１姿勢に維持し、管２の管径
方向に第１検査音を送出して、主に、管内壁間で反射さ
せながら、発生する反射音を管軸方向に伝播させる。こ
のようにすることで、管内にあっては、共鳴音が管内を
伝播する。この場合は、一定周波数の連続音を使用する
ことが有効である。一方、地上にあっては、作業者４
は、集音具５を持参して、管２の埋設方向に移動しなが
ら、その受信音を検出していく。この結果は、記録装置
８に記憶され、後の解析の要に使用される。この作業に
より、受信音の音圧空間分布状況を検出して、受信音の
第１音圧空間分布状況を得ることができる。この検出結
果は、埋設管２の埋設位置の確認、さし水の有無等検査
の用に供することができる。このようにして、第１検査
ステップを終了する。
２  第２検査項目を検査する場合
この場合にあっては、図２に示すように、スピーカ９
を、その検査音送出方向Ａが管軸Ｚ方向に沿った第２姿
勢に維持し（この場合、スピーカ９は、支持機構基端部
位１１に対して折れ曲がったような姿勢となる）、管２
の管軸方向に第２検査音を送出して、検査音を管軸方向
に伝播させる。このようにすることで、管内にあって
は、共鳴音の発生を抑えて検査音が管内を伝播すること
となる。さらに具体的には、管の管軸方向に検査音とし
ての複数の周波数成分を含むパルス音（たとえばインパ
ルス音の一種である青島パルス音）を送出して、このパ
ルス音を管軸方向に伝播させる。一方、地上にあって
は、複数の作業者４は、集音具５を持参して、管２の埋
設方向の異なった位置で、その受信音の直接波を検出す
る。この結果は、記録装置８に記憶され、後の解析の要
に使用される。従って、この作業により、パルス音の直
接波の音圧空間分布状況を検出して、検出される前記音
圧空間分布状況から、受信音の第２音圧空間分布状況を
得ることができる。この検出結果は、管の開口破損箇所
２０の検出の用に使用することができる。このようにし
て、第２検査ステップを終了する。
【００１３】結果、第１音圧空間分布状況と第２音圧空
間分布状況との両者を得て、両者から、管の状況（埋設
位置、さし水位置、開口破損部の位置）等の判断資料を
得ることができる。
【００１４】上記のような検査方法をおこなう場合にお
ける、検査音の挿入状態が異なる場合のインパルス応答
の差を図３～６に示した。図３、４に２００Ａ（２００
φ）の鋼管に関し、図５、６に５０Ａ（５０φ）のポリ
エチレン管に関し、音挿入方向（スピーカ側からは音送
出方向）の違いによるインパルス応答（上段）と、その
周波数特性（下段）を示す。これらの図面において、図
３、図５が、検査音を管軸方向にスピーカより送出した
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場合に相当し、図４、図６が検査音を管径方向にスピー
カより送出した場合に相当する。いずれの図からも音波
の挿入方向（スピーカ側からは音送出方向）の比較にお
いて、共鳴は、検査音の送出方向が管径方向の方が、共
鳴のピークが大きく見られていることが判る。従って、
検査音の管軸方向に対する送出方向を適切に調整するこ
とで、様々な目的に適合した検査結果を得ることができ
る。
【００１５】〔別実施の形態例〕
（イ）  上記の実施の形態例においては、管検査装置１
を、スピーカ４を支持する支持機構１０とから構成され
ている場合を示したが、スピーカ自体を検査対象の管の
管端に取りつけて、管軸等に対する姿勢を変更すること
により、管内に送出する検査音の送出方向を変更する構
成としてもよい。図７に、この構成の例を示す。図示す
るように、この管検査装置１は、埋設管２の管端部に防
爆状態で直接取付け可能に構成されるとともに、スピー
カを収納する空間１３を内部に備えた装置本体１４を備
えて構成されている。さらに、この装置本体１４にあっ
て、埋設管２を装置本体１４の埋設管接続部１５に接続
した状態において、スピーカ９０は、装置本体内空間１
３において、その発生音送出方向Ｂが、管軸Ｚに対して
直交する姿勢（第１姿勢）と管軸Ｚに対して平行となる
姿勢（第２姿勢）とを択一的にとることができるように
構成されている。この例にあっては、装置本体１４とこ
の装置本体１４に設けられ、スピーカの姿勢を変更可能
な機構部（具体的には、埋設管接続部１５に対向して設
けられるスピーカ９０の取付け機構、及び、埋設管接続
部１５において確定する管軸方向に対して直交する姿勢
にスピーカ９０を取付ける取付け機構）が、検査音送出
方向設定機構を構成することとなる。ここで、装置本体
１４内に検出音に対して共鳴箱として働く構成とされて
おり、第１姿勢を採る場合にあっては、装置本体１４内
で図２の縦方向（上下方向）に反射を繰り返しながら、
検査音が管内に伝達される。一方、第２姿勢にあって
は、スピーカ９０の中心軸と管軸Ｚとが一致するように
構成されており、スピーカ９０から発生された音波は、
そのまま、粗密波として、管内で伝達される。
【００１６】従って、この装置構成の場合にあっても、
検査音の送出方向Ｂと管軸Ｚの方向とを適切に設定しな
がら、本願にいう第１検査ステップと第２検査ステップ

とを実行して、良好な管の検査をおこなうことができ
る。この構成にあっては、予め、第１、第２姿勢を取る
一対のスピーカを固定状態で装備しておいてもよい。
【００１７】本願手法を採用する場合に関して、検査音
としては、一般的な連続音、特定のリズムを備えた音、
特定の周波数の音等を使用できる。このような音は、本
願にいう第１姿勢をスピーカが取る場合に特に好まし
い。一方、本願に言う第２姿勢を取る場合は、直接波の
音圧を利用することが好ましいため、パルス音を検査音
とすることが好ましいが、チャープ波、白色雑音等の音
も、使用できる。さらに、音の受信検出側にあっては、
上述のマイクロフォンの他、圧電型振動センサー、聴診
器、場合によっては人間の耳等により検出してもよい。
さらに、本願にあっては、上記の使用状況から、できる
だけ指向性の高いスピーカを使用することが好ましく、
指向性の高いコーン等を使用するのが良い
【図面の簡単な説明】
【図１】本願の管検査装置の使用状態（共鳴を利用する
場合）を示す図
【図２】本願の管検査装置の使用状態（共鳴を起こした
くない場合）を示す図
【図３】検査音を管軸方向に送出した場合の本願に関す
る２００Ａ鋼管に於ける実証実験の結果を示す図
【図４】検査音を管径方向に送出した場合の本願に関す
る２００Ａ鋼管に於ける実証実験の結果を示す図
【図５】検査音を管軸方向に送出した場合の本願に関す
る５０Ａポリエチレン管に於ける実証実験の結果を示す
図
【図６】検査音を管径方向に送出した場合の本願に関す
る５０Ａポリエチレン管に於ける実証実験の結果を示す
図
【図７】本願の別実施の形態例を示す図
【符号の説明】
１    管検査装置
２    埋設管（管）
９    スピーカ
１２  姿勢設定機構
Ａ    検査音の送出方向
Ｂ    送出方向
Ｚ    管軸方向
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【図１】

【図２】

【図７】
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】
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